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諮問番号：令和７年度諮問第19号 

答申番号：令和７年度答申第19号 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

    本件審査請求については、棄却されるべきである。 

 

第２ 審理関係人の主張の要旨 

  １  審査請求人（以下「請求人」という。）の主張の要旨 

   請求人は、アレルギー等の治療のために通院している処分庁が所管する区域

外の病院（以下「本件医療機関」という。）へ通院するための交通費（以下「通

院移送費」という。）の支給を申請した（以下「本件申請」という。）にもか

かわらず、処分庁は、自身がうつ病の治療を目的に通院している医療機関（以

下「本件クリニック」という。）の医師の転院は避けるべきであるという意見

を顧みずに、本件医療機関に対して行った転院の可否に係る照会のみで判断し

た原処分（生活保護変更申請却下処分）は、違法又は不当である旨主張してい

るものと解される。 

 ２ 処分庁の主張の要旨 

請求人の傷病の状態から専門的治療の必要はなく、本件医療機関と同一の診

療科を有する医療機関でも対応可能であるため、請求人に対する通院移送費の

給付を要しないとする本件医療機関の主治医及び処分庁の嘱託医師（以下「嘱

託医」という。）の意見を踏まえて、本件医療機関が「比較的近距離の医療機

関の例外」に該当しないと判断した上で行われた原処分に違法又は不当な点は

ない。 

   

第３ 審理員意見書の要旨 

 １ 原処分は、生活保護法（以下「法」という。）等の規定に従い、適正になさ

れたものであるから、違法又は不当な点は認められない。 

２ 処分庁は、法令等に基づき、本件医療機関に対して、請求人の転院の可否に

係る照会等を行い、本件医療機関から他の近隣の医療機関への転院は可能であ



る旨の回答を得たものであり、これにより、請求人が「傷病等の状態により、

要保護者の居住地等に比較的近距離に所在する医療機関での対応が困難な場

合」には当たらないとした処分庁の判断に不合理な点はなく、加えて、その判

断に関する組織的検討及び嘱託医協議において同様の意見を得た上で原処分

を行っていることから、原処分に違法又は不当な点は認められない。 

 ３ 請求人は、おおむね、本件クリニックへの意見照会を行わずになされた原処

分は違法又は不当であると主張する。しかしながら、処分庁は、アレルギー等

の治療のための通院移送費の支給要否を検討するために、本件医療機関に対

し、病状照会を行ったものであり、また、この時点で、処分庁は、請求人がう

つ病の治療のために本件クリニックに通院している事実は承知していること

は認められるものの、うつ病による精神的負荷が原因で本件医療機関からの転

院が困難であることを承知していたと認めるに足りる証拠はなく、他の傷病等

の治療のために通院する本件クリニックの主治医に意見を聞かなければなら

ない特段の理由は認められない。さらに、原処分時において、本件医療機関か

ら他の医療機関への転院が困難であることを証する資料もない。したがって、

請求人の主張を採用することはできない。 

 ４ 以上のとおり、原処分は、適法かつ正当に行われており、また、請求人の主

張は理由がないから、本件審査請求は、棄却されるべきである。 

 

第４ 調査審議の経過 

令和７年９月10日付けで審査庁である北海道知事から行政不服審査法第43

条第１項の規定に基づく諮問を受け、同月17日の審査会において、調査審議し

た。 

 

第５ 審査会の判断の理由 

法による保護（以下「保護」という。）は、厚生労働大臣の定める基準によ

り測定した要保護者の需要を基とし、そのうち、その者の金銭又は物品で満た

すことのできない不足分を補う程度において行うものとされ（法第８条第１

項）、当該基準は、要保護者の年齢別、性別、世帯構成別、所在地域別その他

保護の種類に応じて必要な事情を考慮した最低限度の生活の需要を満たすに

十分なものであって、かつ、これを超えないものでなければならないとされて

いる（同条第２項）。 



また、医療扶助は、困窮のため最低限度の生活を維持することのできない者

に対して行われるものであり、診察、薬剤又は治療材料、移送等が対象とされ

ている（法第15条）。 

保護の変更に係る事務等は、地方自治法における法定受託事務とされてお

り、厚生労働大臣は、当該法定受託事務を処理するに当たりよるべき基準を定

めている。 

当該基準によれば、通院移送費について、受診する医療機関については、原

則として要保護者の居住地等に比較的近距離に所在する医療機関に限るもの

であることとし、その例外として、傷病等の状態により、要保護者の居住地等

に比較的近距離に所在する医療機関での対応が困難な場合は、専門的治療の必

要性、治療実績、患者である被保護者と主治医との信頼関係、同一の病態にあ

る当該地域の他の患者の受診行動等を総合的に勘案し、適切な医療機関への受

診が認められるものとされている。 

また、給付決定に関する審査として、被保護者から申請があった場合、給付

要否意見書（移送）により主治医の意見を確認するとともに、その内容に関す

る嘱託医協議及び必要に応じて検診命令を行い、福祉事務所において必要性を

判断し、給付の対象となる医療機関、受診日数の程度、経路及び利用する交通

機関を適正に決定することとされている。 

そこで本件についてみると、請求人の自宅から比較的近距離にアレルギー等

の治療が可能な医療機関が存在しており、本件医療機関は請求人の自宅から比

較的近距離に所在する医療機関とは認められない。そして、移送費の支給の範

囲は、上記のとおり、原則として要保護者の居住地等に比較的近距離に所在す

る医療機関に限るとされているところ、処分庁は、給付要否意見書（移送）に

よる確認と併せて行った請求人の病状照会により、本件医療機関から、他の近

隣の医療機関への転院は可能である旨の見解を得て、加えて、嘱託医からも同

様の見解を得た上で原処分を行っていることが認められ、この処分庁の判断に

違法又は不当な点は認められない。 

なお、請求人は、本件クリニックの医師から転院は避けるべきであると言わ

れていることを顧みずに行われた原処分は違法又は不当な処分である旨主張

しているものと解される。しかしながら、本件申請に係る保護変更申請書の「病

状及び理由」の欄における「アレルギー、近眼、眼底浮腫、橋本病」との記載

からは、本件申請はそれらの傷病の治療を目的としたものであるというべきで



あり、本件医療機関に転院の可否について、本件クリニックの医師に意見を聞

かなかったとしても処分庁の手続に瑕疵があるとはいえない。また、転院は避

けるべきであるとする本件クリニックの医師が作成した診断書は原処分の後

に作成されたものであり、当該診断書に記載された内容を客観的に把握できる

ものが原処分の時点で処分庁に提出されていない。よって、請求人の主張は採

用できない。 

以上のとおり、原処分にはこれを取り消すべき違法又は不当な点は認められ

ず、審理員の審理手続についても、適正なものと認められるから、本件審査請

求は棄却されるべきであるとした審査庁の判断について、前記第１のとおり、

これを是認するものである。 
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